
特定地域づくり事業の活用イメージ

組合員（事業者）

特定地域づくり事業協同組合

県による積極的な活用促進・支援
部局連携による取組の促進

活用を希望する地域の課題へのきめ細かな支援

（本事業により期待される効果）
○移住、定住希望者の雇用の場の創出
○農業、林業、介護等人手不足の分野での働き手の確保

○制度がよくわからない！ ☜ ◎相談窓口（県地域振興課）の設置
◎積極的な説明会の開催（県中小企業団体中央会等と連携し実施）

○先行事例を知りたい！ ☜ ◎生坂村・小谷村・他県の活動事例紹介、認定に向けた伴走支援

地域づくり人材

派遣

利用料金

事務局給与・社会保障

⻑野県における「特定地域づくり事業」の活用促進に向けた取組

信州版マルチワーク（イメージ）

春：農業、介護・福祉
夏：観光・宿泊業（キャンプ場、山小屋）
秋：農業、小売業（道の駅）
冬：観光業（スキー場）、介護・福祉

農産加工業（地域特産品、酒造）

国の財政支援
⇩

市町村の
財政支援・
住宅確保支援

正規雇用

・安定的な
雇用の場の確保
・事業の維持継続

・地域の担い手確保
・地域コミュニティの
活性化

部局横断課題として情報共有し、
関係事業者への情報提供等により活用を促進
（庁内連絡会議、活用促進PT等の設置等を検討）

県の認定

地区内外の
若者等


